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注記（全体会計） 
 
１ 重要な会計方針 
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 
   資産評価及び固定資産台帳の整備の手引き（平成２７年１月総務省）に定める評価基準および評

価方法にて計上しています。ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 
なお、地方公営企業法が適用される会計については、地方公営企業会計基準によります。 

 
（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 
  ①市場価格のある有価証券等 
    財務書類作成基準日における時価により計上しています。 
  ②市場価格がない有価証券等 
    取得原価により計上しています。ただし、実質価格が著しく低下したものについては、相当の

減額を行った後の価額で計上しています。 
 
（３）有形固定資産等の減価償却の方法 
  ①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品） 
    定額法を採用しています。 
  ②無形固定資産（ソフトウェア等） 
    定額法を採用しています。 
 
（４）棚卸資産の評価基準および評価方法 
   先入先出法による原価法を採用しています。ただし、水道事業会計については移動平均法による

原価法を採用しています。 
 
（５）引当金の計上基準及び算定方法 
  ①徴収不能引当金 
    未収金、長期延滞債権および貸付金の徴収不能または回収不能に備えるため、過去５年間の平

均不能欠損率により徴収不能見込み額を計上しています。ただし、水道事業会計については実積

率による徴収見込み額を計上しています。 
  ②退職手当引当金 
    職員に対する退職手当の支給に備えるため、在職する職員が自己都合により退職するとした場

合の退職手当要支給額を計上しています。 
なお、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険事業特別会計、公共下

水道事業特別会計の各特別会計分については、一般会計で一括計上しています。 
  ③賞与等引当金 
    翌年度６月支給予定の期末手当および勤勉手当ならびにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（６）リース取引の処理方法 
  ①ファイナンス・リース取引（所有権移転） 
   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
  ②ファイナンス・リース取引（①以外） 
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 
（７）資金収支計算書における資金の範囲 
   現金（手許現金および要求払現金）および現金同等物（出納整理期間における取引により発生す

る資金の受払を含む。）を、資金の範囲としています。 
 
（８）その他の財務書類作成のための基本となる重要な事項 
  ①物品及びソフトウェアの計上基準 
    物品については、取得価格または見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に資

産として計上しています。ソフトウェアについても、物品の取扱に準じています。 
  ②資本的支出と修繕費の区分基準 
    資本的支出と修繕費の区分基準については、個別の事業内容により区分しています。 
 
（９）消費税等の会計処理 
   水道事業会計、モーターボート競走事業会計を除いて、税込方式としています。 
 
（１０）財務書類の表示金額単位 

記載金額は、原則として千円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。 
 
２ 重要な会計方針の変更 
  該当する事象はありません。 
 
３ 重要な後発事象 
  該当する事象はありません。 
 
４ 偶発債務 
（１）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 
   ４件 １８１，３５５千円（平成３０年度末における訴訟金額） 
 
（２）その他主要な偶発債務 
   該当する事象はありません。 
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５ 追加情報 
（１）全体財務書類の対象範囲 

一般会計 住宅新築資金等貸付事業特別会計 
国民健康保険事業特別会計 後期高齢者医療特別会計 
介護保険事業特別会計 公設地方卸売市場事業特別会計 
水道事業会計 モーターボート競走事業会計 
なお、公共下水道事業特別会計については、地方公営企業法の財務規定等の適用に向けた作業

に着手しているため、全体財務書類の対象外としています。したがって、一般会計等における他

会計への繰出金等が内部相殺されていない場合があります。 
公共下水道事業特別会計 企業債残高 ６，２５５，０６６千円 

他会計繰入金 ３９２，８００千円 
 
（２） 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計については、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
    なお、企業会計については出納整理期間がなく、３月末日で一般会計等に対する未収金・未払

い金等が計上されているため、出納整理期間中の取引については、これらを現金決済したものと

して下表のとおり修正しています。 
（単位：千円） 

会計名 
借方科目 貸方科目 

現金預金 未払金 未収金 現金預金 
水道事業  ７，４７４  ７，４７４ 
モーターボート競走事業 １１，０５４ ３，０９１ １４，１４５  

 
（３）純資産変動計算書に係る事項 
  ①固定資産等形成分 
    固定資産の額に流動資産における短期貸付金および基金等を加えた額を計上しています。 
  ②余剰分（不足分） 
    純資産額合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた額を計上しています。 
 


